
公告第０００６号 

令和６年２月７日 

 

公  告 

 

 

分任契約担当官                    

自衛隊愛知地方協力本部長               

                            安井 崇                  

 

 

下記のとおり一般競争入札を実施します。陸上自衛隊の入札及び契約心得等をご承知の上、ご参加ください。 

 

１ 競争入札に付する事項、競争入札執行の日時及び場所 

件 名 規格 履行場所 履行期限 入札日時 入札場所 

自衛隊愛知地方協力本部で使用する電気の

需給（電灯） ほか 1 件（再生可能エネル

ギー比率０％） 

仕様書の

とおり 

自衛隊愛知

地方協力 

本部 

令和６年４月

１日（月） 

００００ 

～ 

令和７年３月

３１日（月）

２４００ 

 

 

令和６年３月

４日（月） 

１３３０ 

自衛隊愛知地方

協力本部 

会議室 

 

２ 競争に参加する者に必要な資格に関する事項 

次の各号のすべての条件を満たす者 

(1) 予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しない者。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結の 

ために必要な同意を得ている者は、同条中の特別の理由がある場合に該当する。 

(2) 予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者。 

(3) 令和４・５・６年度の競争参加資格（全省庁統一資格）「物品の販売」において、「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」等級

に格付された競争参加資格を有する者であることの競争参加資格を有する者。 

(4) 電気事業法第２条の２の規定に基づき、小売電気事業者としての登録を受けている者。 

(5) 予算決算及び会計令第７３条の規定に基づき、二酸化炭素排出係数、未利用エネルギーの活用、再生可能エネルギー 

の導入、グリーン電力証書の譲渡、需要家への省エネルギー・節電に関する情報提供の取組み並びに電源構成及び二酸 

化炭素排出係数の情報開示に関し、入札適合条件を満たす者。（適合証明書を提出すること。） 

 (6) 都道府県警察から暴力団関係者として防衛省が発注する工事等から排除するように要請があり、当該状態が継続して 

いる有資格者については、競争参加を認めない。 

(7) 入札後、契約を締結するまでの間に、都道府県警察から暴力団関係者として防衛省が発注する工事等から排除するよ 

うに要請があり、当該状態が継続している有資格者とは契約を行わない。 

(8) 入札及び契約心得に定める「暴力団排除に関する誓約事項」に基づく誓約を行わない者の競争参加を認めない。 

(9) 防衛大臣官房衛生監、防衛政策局長、防衛装備庁長官又は陸上幕僚長から「装備品等及び役務の調達に係る指名停止 

等の要領」に基づく指名停止の措置を受けている期間中の者でないこと。 

(10) 前号により現に指名停止を受けている者と資本関係又は人的関係のある者であって、当該者と同種の物品の売買又は 

製造若しくは役務請負について防衛省と契約を行おうとする者でないこと。 

(11) 原則、現に指名停止を受けている者の下請負については認めない。ただし、真にやむを得ない事由に該当するとして 

省指名停止権者が認めた場合は、この限りでない。 

(12) 入札に参加する者は、「特定電源割当計画書」を全て提出するものとする。 

 

３ 適合証明書及び特定電源割当計画書の提出等 

(1) 入札参加希望者の書類提出 

入札参加希望者は、２（５）及び２（１２）に記載の適合証明書及び特定電源割当計画書（様式別途配布）を提出す

ること。 

(2) 提出方法 

持参又は郵送（ＦＡＸ不可） 

 

(3) 提出期限 

令和６年２月２８日（水）１３時００分 

  

４ 本入札に適用する仕様書及び入札参加の可否判定 

  入札参加希望者から提出された「適合証明書」及び「特定電源割当計画書」をもって、本入札に適用する仕様書及び入 

札参加の可否について判定する。その判定結果は、３月１日までに書面（ＦＡＸ含む）により入札参加希望者に回答する。 

(2)２（１）から（１２）までの全ての必要な資格を満たし、かつ、再生可能エネルギー比率０％以上で応札できる者がい

る場合は「仕様書（再生可能エネルギー比率０％以上）」を採用するものとし、その者の競争参加を認める。 

 

 



５ 契約条項を示す場所等 

  適用する契約条項は電気の需給契約に関する契約条項及び駐屯地標準契約の下記の条項を適用します。 

   特約条項   談合等の不正防止に関する特約条項及び暴力団排除に関する特約条項 

入札関係書類は、自衛隊愛知地方協力本部総務課会計班において令和６年２月７日（水）から入札日まで配布する。 

また、入札参加希望者の要望によりＦＡＸ等でも配布する。（土曜・日曜・祝日を除く０８：３０～１７：１５） 

入札関係書類の受領時、入札参加希望者は、競争参加資格審査結果通知書の写しを提出すること。（ＦＡＸ可） 

  

６ 入札説明会及び競争入札実施要領等 

(1) 入札説明会 ： 一同に会しての説明会は実施しない。ただし、入札参加希望者が仕様書内容及び現場等の確認を要 

望する場合は、事前の日時調整により個別対応する。 

 

７ 保証金等に関する事項 

(1) 入札保証金 ： 免除。ただし、落札者が「入札及び契約心得」に従って契約の締結手続きをしない場合は、落札者 

が契約締結に応じないものと見なし、落札金額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収す 

る。 

(2) 契約保証金 ： 免除。ただし、契約者が契約を履行しない場合は、契約金額の１００分の１０以上の金額を違約金 

として徴収する。 

 

８ 入札方法及び落札の決定 

(1) 落札決定方式 ： 予定総価（ただし、契約締結は、基本料金単価及び電力量料金単価による単価契約とする。） 

(2) 入札金額は、契約電力に対する単価（基本料金単価）及び使用電力量に対する単価（電力量料金単価）を算定基礎と 

し、仕様書に記載する月毎の予定契約電力及び予定使用電力量に基づき算定した金額の年間総額とすること。 

(3) 入札金額の算定において、力率割引又は割増、発電費用等に係る燃料価格変動の調整額及び電気事業者による再生可 

能エネルギー電気の調達に関する特別措置法に基づく賦課金は、考慮しないこと。 

(4) 予定価格の範囲内で最低価格をもって入札した者を落札者とする。落札となるべき同額の入札者が２人以上ある場合 

は、くじ引きにより落札者を決定する。 

(5) 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に消費税法で規定する消費税率に基づく消費税に相当する金額を加 

算した金額をもって落札金額とするので、入札者は消費税・地方消費税の課税事業者・免税事業者であることに拘わら 

ず、入札書には見積もった金額から消費税法で規定する消費税率に基づく消費税に相当する金額を差し引いた金額を記 

載すること。（１円未満の端数がある時は、その端数を切り捨てるものとする。） 

 

９ 入札の無効 

(1) 第２項で示した競争に参加する者に必要な資格の無い者のした入札 

(2) 入札金額、入札者の氏名及び押印された印影が判別し難い入札 

(3) その他入札に関する条件に違反した入札 

 

10 契約書の作成 

落札決定後、速やかに単価契約書を作成する。単価契約書の作成要領は、落札者に個別説明する。 

 

11 その他 

(1) 郵便入札は、令和６年３月４日（月）１２時００分必着分までを有効とする。入札書を郵送する旨を事前連絡する 

とともに、便着を必ず確認すること。なお、落札となるべき同額の入札の場合は、本入札に関係の無い職員によりくじ 

引きを実施する。郵便入札においても、一の案件において再度入札となった場合、その再度入札への入札を希望する 

場合は、再度入札のための入札書も送付すること。 

(2) 電報・電話・ＦＡＸ・メール等による入札は認めない。 

(3) 代表者以外での入札については、入札開始までに委任状を提出すること。（ＦＡＸ不可） 

(4) 陸上自衛隊の入札及び契約心得等は、自衛隊愛知地方協力本部で閲覧できる。また、陸上自衛隊中部方面会計隊ホー

ムページでも閲覧できる。 

 

(5) 市場価格調査を依頼する場合は、ご協力をお願いする。 

(6) 入札書に関しては、案件名、入札日時及び場所を記載した個別の封書に、各案件の入札書を個別に封入することとす

る。また、再度入札への入札を希望する場合は、案件名、入札日時及び場所に加え案件名の最後に（再度入札分）と記載し

た個別の封書に、各案件の再度入札書を個別に封入することとする。 

(7) 問い合わせ先 

〒４５４－０００３ 愛知県名古屋市中川区松重町３番４１号 

自衛隊愛知地方協力本部 総務課会計班：岡住 

   ＴＥＬ・ＦＡＸ ０５２－３３１－６２６６ 

   （細部仕様書に関する事項） 

   〒４５４－０００３ 愛知県名古屋市中川区松重町３番４１号 

   自衛隊愛知地方協力本部 総務課管理班：児島 

   ＴＥＬ・ＦＡＸ ０５２－３３１－６２６６ 

 



印

令和6年3月4日

※２　なつ印は鮮明に、訂正個所には代表者印、２枚続きには割印を

※１　内訳を必ず添付する

入　札　書

￥　

住所・名称・代表者名

　上記入札条件、｢入札及び契約心得｣、｢駐屯地標準契約書｣及び「電気
の需給契約に関する契約」の契約条項を承諾の上入札します。
　また、当社（私（個人の場合）、当団体（団体の場合））は「入札及
び契約心得」に示された暴力団排除に関する誓約事項について誓約しま
す。

分任契約担当官

自衛隊愛知地方協力本部長

 安井　崇　殿

１　入札件名　　自衛隊愛知地方協力本部で使用する電気の需給（電灯）（再生可能エネルギー比率０％）

２　納入期間　　令和６年４月１日午前０時～令和７年３月３１日午後１２時

３　納入場所　　自衛隊愛知地方協力本部（愛知県名古屋市中川区松重町３－４１）



印

入　札　書

￥　

住所・名称・代表者名

　上記入札条件、｢入札及び契約心得｣、｢駐屯地標準契約書｣及び「電気
の需給契約に関する契約」の契約条項を承諾の上入札します。
　また、当社（私（個人の場合）、当団体（団体の場合））は「入札及
び契約心得」に示された暴力団排除に関する誓約事項について誓約しま
す。

分任契約担当官

自衛隊愛知地方協力本部長

　安井　崇　　殿

１　入札件名　　自衛隊愛知地方協力本部で使用する電気の需給（動力）（再生可能エネルギー比率０％）

２　納入期間　　令和６年４月１日午前０時～令和７年３月３１日午後１２時

３　納入場所　　自衛隊愛知地方協力本部（愛知県名古屋市中川区松重町３－４１）

令和6年3月4日

※２　なつ印は鮮明に、訂正個所には代表者印、２枚続きには割印を

※１　内訳を必ず添付する



印

※１　内訳を必ず添付する

※２　なつ印は鮮明に、訂正個所には代表者印、２枚続きには割印を

令和　　年　　月　　日
住所・名称・代表者名

市価調査書

分任契約担当官

自衛隊愛知地方協力本部長

 安井　崇　殿

￥　

１　入札件名　　自衛隊愛知地方協力本部で使用する電気の需給（電灯）（再生可能エネルギー比率０％）

２　納入期間　　令和６年４月１日午前０時～令和７年３月３１日午後１２時

３　納入場所　　自衛隊愛知地方協力本部（愛知県名古屋市中川区松重町３－４１）

通
信
欄

広く市場価格調査を実施し、適切な価格の把握に努め予定価格の算定の資料と
するため、各取引業者の方々にご協力を頂いております。金額をご記入の上、
FAXでご返信お願いします。



印

市価調査書

分任契約担当官

自衛隊愛知地方協力本部長

　安井　崇　　殿

￥　

１　入札件名　　自衛隊愛知地方協力本部で使用する電気の需給（動力）（再生可能エネルギー比率０％）

２　納入期間　　令和６年４月１日午前０時～令和７年３月３１日午後１２時

３　納入場所　　自衛隊愛知地方協力本部（愛知県名古屋市中川区松重町３－４１）

令和　　年　　月　　日
住所・名称・代表者名

※１　内訳を必ず添付する

※２　なつ印は鮮明に、訂正個所には代表者印、２枚続きには割印を

通
信
欄

広く市場価格調査を実施し、適切な価格の把握に努め予定価格の算定の資料と
するため、各取引業者の方々にご協力を頂いております。金額をご記入の上、
FAXでご返信お願いします。



自衛隊愛知地方協力本部仕様書 

要求番号 ４ＱＱＭ１ＣＡ０００５ 作成年月日 令和６年１月２４日 

件 名 
自衛隊愛知地方協力本部で使用

する電気の需給（電灯） 
作成部署 総務課管理班 

 

1 総 則 

 この仕様書は、自衛隊愛知地方協力本部で使用する電気の需給（電灯）契約について適用す 

る。 

 

2 概 要 

2.1 需要場所 

自衛隊愛知地方協力本部 愛知県名古屋市中川区松重町３－４１ 

2.2 業種及び用途 

 官公署（国家事務） 

2.3 契約電力、予定電力使用量 

a) 契約電力       従量電灯Ｃ ２７ｋＶＡ 

b) 年間予定電力使用量  ６１，７２４ｋｗｈ／年（細部は令和６年度使用見積のとおり） 

2.4 使用期間 

自 令和６年４月１日  至 令和７年３月３１日 

 

3 仕 様 

3.1 電気方式、標準電圧、周波数等 

a) 供給電気方式      交流単相３線式 

b)  供給電圧（標準電圧）  １００／２００Ｖ 

c)  計量電圧（標準電圧）  １００／２００Ｖ 

d)  周波数         ６０Ｈｚ 

e)  受電方式        １回線受電 

f)  蓄熱式負荷設備の有無  無 

3.2  電力量の検針 

a)  自動検針装置     有 

  電力会社の検針方法  自動検針 

b) 電力量計の構成    中部精機株式会社 

             型番 Ｃ２ＰＡ－Ｔ形 

             交流単相３線式１００Ｖ６０Ｈｚ 

             ２５０Ａ ２０pulse/kＷs 

c) 有効期限       ２０３８年１０月 
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3.3 需給地点 

 自衛隊愛知地方協力本部の引き込み柱上電源接続点 

3.4 電気工作物の財産分界点 

 上記需給地点に同じ。 

3.5 保安上の責任分界点 

 上記需給地点に同じ。 

 

4 その他 

4.1 力率 

力率は、自動力率調整装置を設置し、契約期間中 100％を保持する予定。 

4.2 設備 

a) フリッカ発生機器等電気の質に影響を与えるような負荷設備は特に有していない。 

b) 非常用自家発電設備は、有していない。 

c) 契約に伴い電力検針装置の取替、設置等が必要な場合、契約会社の責任において契約期間 

に支障の無いようにおこなう。 

4.3 経理 

4.3.1 入札価格の算定 

入札価格の算定にあたっては、燃料費調整、太陽光発電促進付加金及び電気事業者による 

再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法に基づく賦課金は考慮しないこと。 

4.3.2 端数の取り扱い 

電力供給における料金その他を計算する場合の単位及びその端数処理は、次のとおり。 

a) 契約電力及び最大需要電力の単位は「１キロワット」とし、その端数は、小数点以下第１ 

位で四捨五入する。 

b) 使用電力量の単位は「１キロワット時」とし、その端数は、小数点以下第１位で四捨五入 

する。 

c) 料金その他の計算における合計金額の単位は「１円」とし、その端数は、小数点以下を切 

り捨てる。 

d) 消費税額及び地方消費税額の単位は「１円」とし、その端数は、小数点以下を切り捨てる。 

4.4 各種手数料 

a) 請負者は、いかなる名目の請求書発行手数料について、基本料金もしくは、従量単価に 

含めるものとし、手数料単独で請求しないこと。 

b) 請負者は、電気使用料金の代金振込・手数料は、請負者の供給約欺に関わらず請負者の 

 負担とすること。 
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自衛隊愛知地方協力本部仕様書 

要求番号 ４ＱＱＭ１ＣＡ０００５ 作成年月日 令和６年１月２４日 

件 名 
自衛隊愛知地方協力本部で使用

する電気の需給（動力） 
作成部署 総務課管理班 

 

1 総 則 

 この仕様書は、自衛隊愛知地方協力本部で使用する電気の需給（動力）契約について適用す 

る。 

 

2 概 要 

2.1 需要場所 

自衛隊愛知地方協力本部 愛知県名古屋市中川区松重町３－４１ 

2.2 業種及び用途 

 官公署（国家事務） 

2.3 契約電力、予定電力使用量 

a) 契約電力       低圧動力１７ｋW 

b) 年間予定電力使用量  ３４，８８３ｋｗｈ／年（細部は令和６年度使用見積のとおり） 

2.4 使用期間 

自 令和６年４月１日  至 令和７年３月３１日 

 

3 仕 様 

3.1 電気方式、標準電圧、周波数等 

a) 供給電気方式      交流単相３線式 

b)  供給電圧（標準電圧）  ２００Ｖ 

c)  計量電圧（標準電圧）  ２００Ｖ 

d)  周波数         ６０Ｈｚ 

e)  受電方式        １回線受電 

f)  蓄熱式負荷設備の有無  無 

3.2  電力量の検針 

a)  自動検針装置     有 

  電力会社の検針方法  自動検針 

b) 電力量計の構成    普通電力量計 中部精機株式会社 

             型番 Ｃ３ＱＡ－Ｔ形 

             交流単相３線式２００Ｖ６０Ｈｚ 

             １２０Ａ １２５／６pulse/kＷs 

c) 有効期限       ２０２９年４月 

-1- 



3.3 需給地点 

 自衛隊愛知地方協力本部の引き込み柱上電源接続点 

3.4 電気工作物の財産分界点 

 上記需給地点に同じ。 

3.5 保安上の責任分界点 

 上記需給地点に同じ。 

 

4 その他 

4.1 力率 

力率は、自動力率調整装置を設置し、契約期間中 100％を保持する予定。 

4.2 設備 

a) フリッカ発生機器等電気の質に影響を与えるような負荷設備は特に有していない。 

b) 非常用自家発電設備は、有していない。 

c) 契約に伴い電力検針装置の取替、設置等が必要な場合、契約会社の責任において契約期間 

に支障の無いようにおこなう。 

4.3 経理 

4.3.1 入札価格の算定 

入札価格の算定にあたっては、燃料費調整、太陽光発電促進付加金及び電気事業者による 

再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法に基づく賦課金は考慮しないこと。 

4.3.2 端数の取り扱い 

電力供給における料金その他を計算する場合の単位及びその端数処理は、次のとおり。 

a) 契約電力及び最大需要電力の単位は「１キロワット」とし、その端数は、小数点以下第１ 

位で四捨五入する。 

b) 使用電力量の単位は「１キロワット時」とし、その端数は、小数点以下第１位で四捨五入 

する。 

c) 料金その他の計算における合計金額の単位は「１円」とし、その端数は、小数点以下を切 

り捨てる。 

d) 消費税額及び地方消費税額の単位は「１円」とし、その端数は、小数点以下を切り捨てる。 

4.4 各種手数料 

a) 請負者は、いかなる名目の請求書発行手数料について、基本料金もしくは、従量単価に 

含めるものとし、手数料単独で請求しないこと。 

b) 請負者は、電気使用料金の代金振込・手数料は、請負者の供給約欺に関わらず請負者の 

 負担とすること。 
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【記載例】 令和６年　　月　　日

分任契約担当官

自衛隊愛知地方協力本部長　　殿 ○○県○○市○○

株式会社○○○○

代表取締役　○○　○○　　印

　　令和６年度上半期（下半期）に、以下のとおり名古屋中村合同庁舎に電力を供給したことを計画する。

１　顧客情報

　　顧客番号 ○○○○

　　需要施設名 名古屋中村合同庁舎

　　需要施設住所 愛知県名古屋市中村区名駅南４－１－２２

　　契約電力 ○○　kWh

２　供給期間

　　令和６年４月１日～９月３０日（令和６年１０月１日～令和７年３月３１日）

３　再生可能エネルギー由来電力量の情報

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 累積

再エネ由来電力量
（kWh）【A】

供給電力量
（kWh）【B】

再エネ比率
（％）【A／B】

特　定　電　源　割　当　計　画　書

　　また、供給電源情報に記載の割当電力量に係る環境価値について、自衛隊愛知地方協力本部に移転する計画がある。

-
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再生可能エネルギー由来電力量の内訳（○月）

１　再エネ電気

供給元発電所名 住所 再生可能エネルギー源種類 割当電力量（kWh）

○○発電所 ○○県○○市○○ 水力 ○○

合計（kWh） ○○

２　証書による環境価値移転量（環境価値を持つ証書を用いた電力メニューを提供する場合のみ記載）

供給元発電所名 住所 再生可能エネルギー源種類 環境価値移転量 発電期間 認証番号

○○発電所 ○○県○○市○○ 太陽光 ○○ ○年○月○日～○年○月○日 ○○

合計（kWh） ○○

総計（kWh）

○○

-
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【記載例】 令和６年　　月　　日

自衛隊愛知地方協力本部長　　殿

○○県○○市○○

株式会社○○○○

代表取締役　○○　○○　　印

　　令和６年度上半期（下半期）に、以下のとおり名古屋中村合同庁舎に電力を供給したことをここに証する。

　へも移転されていないことをここに証する。

１　顧客情報

　　顧客番号 ○○○○

　　需要施設名 名古屋中村合同庁舎

　　需要施設住所 愛知県名古屋市中村区名駅南４－１－２２

　　契約電力 ○○　kWh

２　供給期間

　　令和６年４月１日～９月３０日（令和６年１０月１日～令和７年３月３１日）

３　再生可能エネルギー由来電力量の情報

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 累積

再エネ由来電力量
（kWh）【A】

供給電力量
（kWh）【B】

再エネ比率
（％）【A／B】

特　定　電　源　割　当　証　明　書

　　また、供給電源情報に記載の割当電力量に係る環境価値について、自衛隊愛知地方協力本部に移転したことと、いかなる第三者

-
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再生可能エネルギー由来電力量の内訳（○月）

１　再エネ電気

供給元発電所名 住所 再生可能エネルギー源種類 割当電力量（kWh）

○○発電所 ○○県○○市○○ 水力 ○○

合計（kWh） ○○

２　証書による環境価値移転量（環境価値を持つ証書を用いた電力メニューを提供する場合のみ記載）

供給元発電所名 住所 再生可能エネルギー源種類 環境価値移転量 発電期間 認証番号

○○発電所 ○○県○○市○○ 太陽光 ○○ ○年○月○日～○年○月○日 ○○

合計（kWh） ○○

総計（kWh）

○○
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